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私たちは、電力・空調・電設・通信などのエネルギーとシステムを支え

る事業を通じて「暮らしのより確かな基盤をつくる」ことにより社会に

貢献します。

（キュード）は、いつも「本質」を問い、「本質」にこたえる企業

でありたいという考えを表したものです。

とは、お客さまのために、社会のためにより良い提案をしていき

たいと誓い合う言葉でもあります。

どこまでも
クオリティ オリエンティッド

は、Quality“質”  Oriented“志向する”を略したものです。
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代表取締役社長

楢 崎 ゆ う

株主の皆さまにおかれましては、平素より格別のご高配

を賜り厚く御礼申しあげます。

当社第68期（平成26年４月１日から平成27年３月31日

まで）の報告書をお届けするにあたりまして、一言ご挨拶

を申しあげます。

当社グループを取り巻く経営環境は、かつて経験したこ

とのない厳しい情勢にありますが、大きく変化する時こそ

会社を発展させるチャンスの時でもあります。

工事会社の本質である「安全・品質・工程」の確保に

努め、収益性を確保していくことを着実に実践し、これま

で培ってきた工事会社としてのＤＮＡをより強靭なものに

変革させ、更なる事業展開エリアの拡大を目指していく所

存でございます。

株主の皆さまにおかれましては、何卒今後とも格別のご

支援、ご鞭撻を賜りますようお願い申しあげます。
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　わが国の景気は、原油安や低金利等の良好な
経済環境と消費者マインドの持ち直しを背景に、
緩やかな回復傾向が持続しておりますが、当社
グループの経営環境は、電力システム改革の流
れを受けた電力会社による経営改革の推進と徹
底した合理化策の展開により、厳しい状況が継
続しております。
　このような状況の中、当社グループは、長年
培ってきた現場技術力をはじめ、持てる力を結
集して、社会のインフラを守るという役割を果
たしてまいりました。
　具体的には、電力の安定供給に向けた各火力
発電所の定期点検手入工事や各種修理工事、福
島第一原子力発電所の廃炉措置における汚染水
処理系や循環冷却系等の設備保守点検工事、福
島地域の復興関連工事、柏崎刈羽原子力発電所
の安全対策他の点検修理工事等、各種電力関連
設備の設置・保守工事に全社を挙げて取り組ん
でまいりました。
　また、全国各地で太陽光発電設備設置工事の
受注活動を幅広く展開し、ＥＰＣ事業（設計・
調達・建設）やＯ＆Ｍ（運転・保守業務）も積
極的に手掛けてまいりました。なお、当期にお
きましては、当社グループが実施する初の太陽

光発電所を宮城県登米市及び埼玉県鳩山町に設
置する等、再生可能エネルギー関連事業へ大き
く進出を果たしました。
　この結果、受注高は、前期比201億57百万円
増の757億47百万円、売上高は、前期比58億
11百万円増の600億８百万円となりました。
　利益面につきましては、太陽光発電設備設置
工事や福島第一原子力発電所の廃炉関連工事、
福島地域の復興関連工事の売上が増加したこと
に加え、会社全般にわたる選択と集中による収
益性の改善と原価低減の徹底に努めたことによ
り、営業利益は前期比28億23百万円増の55億
93百万円、経常利益は前期比28億24百万円増
の57億２百万円となり、当期純利益は、前期比
16億99百万円増の34億20百万円となりました。

　今後の見通しにつきましては、電力システム
改革の進展に伴い、電力会社による地域や業種
を越えた連携と競争が激しさを増し、当社グ
ループを取り巻く経営環境は、依然として厳し
い状況が続くものと思われます。
　このような状況の中、当社グループは、収益
基盤をより強固なものにするため、事業環境の
変化を的確に捉え、新規顧客の獲得や既存のエ

事業の概況

対処すべき課題

事業の概況・業績の推移（連結）
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業績の推移（連結）

平成27年度（第69期）業績予想（連結）� （単位：百万円）

区分 連結
売上高 78,000
経常利益 5,400
当期純利益 3,100

（注）‌�業績予想につきましては、平成27年4月28日に発表したものであり、今後さまざまな要
因により、異なる結果となる場合があります。

リアを越えて事業領域を継続的に拡大していく
ことを最重点課題に掲げ、経営改革に取り組ん
でまいります。
　当社グループは、電力の安定供給維持のため
の業務を的確に推進していくことはもちろんの
こと、経営資源を最大限に活用して、新たなエ
ネルギー関連事業にも進出してまいります。ま
た、原子力設備の安定化と福島復興への取り組
みを継続し、福島第一原子力発電所の廃炉に向
けての役割を果たしてまいります。
　今後も競争に打ち勝ち、お客さまに継続して
選んでいただくため、人と技術の育成・強化を
図り、徹底した原価低減、生産性向上及び機動
的な組織体制の構築に取り組み、全社を挙げて
継続的な発展と企業価値の向上を実現してまい
ります。
　なお、平成27年度の配当金につきましては、
１株につき18円（中間配当金９円、期末配当金
９円）を予定しております。
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電力・空調・電設・通信などのエネルギーとシステムを支える事業を通じて
「暮らしのより確かな基盤をつくる」ことにより社会に貢献する

○ 電力設備をサポートする 
　　伝統の技術を継承・強化し電力設備を守る
○ 暮らしのインフラを整備する 
　　空調・電設・通信の快適性・利便性を暮らしに届ける
○ 創意工夫で明日をつくる 
　　高い品質の技術・技能に創意工夫を凝らしお客さまとともに明日をつくる

Ｑ’ｄグループ経営ビジョン

連結業績目標（3ヵ年平均）

受注高 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 ＲＯＥ
（自己資本当期純利益率）

680億円程度 740億円程度 50億円程度 50億円程度 30億円程度 ５％以上

2015年度 中期経営計画について（2015年度～2017年度）

経 営 目 標
Ⅰ. 事業領域の継続的な拡大に向けた改革の推進
Ⅱ. 人と技術の育成・強化と全社活用
Ⅲ. 社会的責任を果たす行動の実践
Ⅳ. 福島復興への継続的貢献

トピックス
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太陽光発電事業に本格参入

　当社グループは、太陽光発電設備設置工事を全国各地で展開しておりますが、この度、
当社グループが手掛ける太陽光発電所が宮城県と埼玉県に完成し、発電事業を開始しま
した。なお、太陽光発電所の運転・保守に係る運営管理は、当社が行っております。

東京エネシス登米ソーラーパーク
（約10,000枚のパネルを設置し、想定年間発電量は一般家庭消費電力量1,000世帯分相当）

【概要】
名　称 東京エネシス

登米ソーラーパーク
東京エネシス
鳩山ソーラーパーク

所在地 宮城県登米市 埼玉県比企郡鳩山町
設備容量 2,570ｋＷ 1,155ｋＷ
年間発電量（想定） 3,400ＭＷｈ／年 1,500ＭＷｈ／年
発電開始 平成27年３月 平成27年４月
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連結貸借対照表 （単位：百万円）

科　　目 当　期
（平成27年3月31日現在）

前　期
（平成26年3月31日現在）

（資 産 の 部）
流 動 資 産 47,877 40,139

現 金 預 金 6,267 3,706
受 取 手 形・
完成工事未収入金等 26,317 20,853

有 価 証 券 8,997 10,747

未成工事支出金 3,307 2,876

繰 延 税 金 資 産 931 723

そ の 他 2,064 1,238

貸 倒 引 当 金 △7 △5

固 定 資 産 26,196 25,131

　有形固定資産 (19,154) （18,217）

建 物 ・ 構 築 物 7,998 8,113

機 械 ・ 運 搬 具 841 192

工具器具・備品 398 492

土 地 9,524 9,379

リ ー ス 資 産 31 38

建 設 仮 勘 定 359 -

　無形固定資産 (727) （852）

　投資その他の資産 (6,314) （6,061）

投 資 有 価 証 券 4,976 4,062

繰 延 税 金 資 産 1,079 1,751

そ の 他 325 314

貸 倒 引 当 金 △67 △66
資 産 合 計 74,074 65,271

科　　目 当　期
（平成27年3月31日現在）

前　期
（平成26年3月31日現在）

（負 債 の 部）
流 動 負 債 16,272 11,081

支払手形・工事未払金等 8,919 6,528
短 期 借 入 金 534 525
未 払 法 人 税 等 1,594 117
未成工事受入金 1,116 661
完成工事補償引当金 45 64
工事損失引当金 442 397
そ の 他 3,619 2,787

固 定 負 債 6,862 6,662
長 期 借 入 金 641 189
繰 延 税 金 負 債 25 27
役員退職慰労引当金 6 7
退職給付に係る負債 5,870 6,218
資 産 除 去 債 務 253 145
そ の 他 65 72
負 債 合 計 23,134 17,744

（純 資 産 の 部）
株 主 資 本 49,191 46,512
資 本 金 2,881 2,881
資 本 剰 余 金 3,730 3,730
利 益 剰 余 金 43,584 40,896
自 己 株 式 △1,004 △995

その他の包括利益累計額 1,546 819
その他有価証券評価差額金 1,552 828
退職給付に係る調整累計額 △5 △9

少数株主持分 200 195
純 資 産 合 計 50,939 47,527
負債・純資産合計 74,074 65,271

決算概要（連結）
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連結キャッシュ･フロー計算書 （単位：百万円）

連結株主資本等変動計算書 （単位：百万円）

連結損益計算書 （単位：百万円）

科　　目
当　期

平成26年4月 1 日から（平成27年3月31日まで）
前　期

平成25年4月 1 日から（平成26年3月31日まで）
売 上 高 60,008 54,197
売 上 原 価 50,641 48,237
売 上 総 利 益 9,367 5,959
販売費及び一般管理費 3,773 3,189
営 業 利 益 5,593 2,769
営 業 外 収 益 119 118
営 業 外 費 用 10 9
経 常 利 益 5,702 2,878
特 別 利 益 39 92
特 別 損 失 72 57
税金等調整前当期純利益 5,669 2,912
法人税、住民税及び事業税 1,867 715
法 人 税 等 調 整 額 381 489
少数株主損益調整前当期純利益 3,420 1,707
少 数 株 主 損 失（ △ ） △0 △13
当 期 純 利 益 3,420 1,721

科　　目
当　期

平成26年4月 1 日から（平成27年3月31日まで）
前　期

平成25年4月 1 日から（平成26年3月31日まで）
営 業 活 動 に よ る
キ ャ ッ シ ュ ･フ ロ ー 2,438 3,617

投 資 活 動 に よ る
キ ャ ッ シ ュ ･フ ロ ー △5,446 1,533

財 務 活 動 に よ る
キ ャ ッ シ ュ ･フ ロ ー △81 △663

現金及び現金同等物に
係 る 換 算 差 額 0 0

現金及び現金同等物の
増 減 額 △3,088 4,488

現金及び現金同等物の
期 首 残 高 13,949 9,461

現金及び現金同等物の
期 末 残 高 10,860 13,949

当　　期　（平成26年４月１日から平成27年３月31日まで）
株　主　資　本 その他の包括

利 益 累 計 額
少数株主
持　　分

純資産
合　計資本金 資　本

剰余金
利　益
剰余金 自己株式 株主資本

合　　計
当 期 首 残 高 2,881 3,730 40,896 △995 46,512 819 195 47,527
会 計 方 針 の 変 更 に よ る
累 積 的 影 響 額 − − △207 − △207 − − △207

会計方針の変更を反映した
当 期 首 残 高 2,881 3,730 40,688 △995 46,304 819 195 47,319

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 − − △524 − △524 − − △524
当 期 純 利 益 − − 3,420 − 3,420 − − 3,420
自 己 株 式 の 取 得 − − − △9 △9 − − △9
自 己 株 式 の 処 分 − 0 − 0 0 − − 0
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額） − − − − − 727 5 732

連結会計年度中の変動額合計 − 0 2,896 △8 2,887 727 5 3,620
当 期 末 残 高 2,881 3,730 43,584 △1,004 49,191 1,546 200 50,939
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株　式　数	 発行可能株式総数　　72,589,000株
	 発行済株式の総数　　37,261,752株
株　主　数	 3,569名

大　株　主
株 主 名 持株数

（千株）
持株比率
（％）

東京電力株式会社 9,064 25.92

東京エネシス社員持株会 1,799 5.15

株式会社東芝 1,331 3.81

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 877 2.51

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 814 2.33
HSBC BANK PLC A/C MARATHON FUSION 
JAPAN PARTNERSHIP LP 720 2.06

CBNY DFA INTL SMALL CAP VALUE PORTFOLIO 705 2.02

太平電業株式会社 700 2.00

新日本空調株式会社 600 1.72

三菱電機株式会社 386 1.10

（注）‌�当社は、自己株式2,290千株を保有しておりますが、上記大株主への記載及び持
株比率の計算から除いております。

100万株以上
39%
14,486千株

50万株以上
12%
4,416千株

10万株以上
20%

7,521千株

1万株未満
16%

5,973千株

1万株以上
13%

4,864千株

金融機関
15%
5,537千株

外国法人等
13%

4,996千株

その他の法人
37%
13,897千株

個人その他
34%

12,540千株

金融商品
取引業者
1%
289千株

所有株式数別株式分布状況

所有者別株式分布状況
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株式の状況（平成27年3月31日現在）
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役　　　　員　（平成27年6月26日現在）
代表取締役社長　　楢　崎　ゆ　う
常務取締役　　石　井　元　継
常務取締役　　鈴　木　康　郎
常務取締役　　篠　原　宏　昭
常務取締役　　小　林　　　隆
常務取締役　　泊　　　裕　之
取　締　役　　青　木　敬　治
取　締　役　　猿　渡　　　辰
取　締　役　　田　中　　　等
取　締　役　　幡　野　英　憲
常勤監査役　　松　本　芳　彦
常勤監査役　　高　増　　　洋
監　査　役　　畑　口　　　紘
監　査　役　　増　田　祐　治

グループ会社
会　社　名 資　本　金 主 要 な 事 業 内 容

東工企業株式会社 100百万円 不動産の賃貸及び管理並びに電線類の売買
株式会社バイコム 10百万円 機械装置・工具・車両等の賃貸及び売買
株式会社テクノ東京 10百万円 発電設備の工事の請負
東工電設株式会社 20百万円 発電設備・変電設備の工事の請負
株式会社清田工業 50百万円 給排水設備・空調設備の工事の請負
株式会社東輝 10百万円 損害保険代理業

商　　　　号　株式会社 東京エネシス
英　 文　 名　TOKYO ENERGY ＆ SYSTEMS INC.
本店所在地　東京都中央区日本橋茅場町一丁目3番1号
設　　　　立　昭和22年8月14日
資　 本　 金　28億81百万円
上場取引所　東京証券取引所　市場第一部（証券コード 1945）
従 業 員 数　1,376名（連結）1,191名（個別）
営 業 種 目　1.  ‌�発変電・送配電設備及び一般電気工作物の設計並び‌

に施工
	 2.  情報通信設備の設計並びに施工
	 3.  化学機械・水処理設備その他設備の設計並びに施工
	 4.  土木建築工事の設計並びに施工
	 5.  ‌�上記に付帯する機械器具及び材料の製造並びに販売、‌

賃貸借、保守管理
	 6.  電気供給事業
	 7.  労働者派遣事業
	 8.  不動産の売買及び賃貸借並びに管理
事　 業　 所　京　浜　支　社　‌神奈川県横浜市鶴見区大黒町11-1
	 千　葉　支　社　千葉県市原市五井6256-1
	 茨　城　支　社　茨城県ひたちなか市西光地2-23-5
	 福　島　支　社　福島県双葉郡富岡町本町2-10
	 新　潟　支　社　新潟県柏崎市青山町字青山9-4
	 青　森　支　社　青森県上北郡六ヶ所村大字尾駮字弥栄平1-5
	 総合技術センター　千葉県千葉市中央区蘇我町2-1369

会社概要（平成27年3月31日現在）
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見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。

事　業　年　度	 4月1日から翌年3月31日まで
定時株主総会	 6月
基　　準　　日	 定時株主総会　3月31日
	 期末配当　　　3月31日
	 中間配当　　　9月30日
	 その他必要があるときは、あらかじめ公告して定めた日
株主名簿管理人	 三菱UFJ信託銀行株式会社
（特別口座管理機関）
同　連　絡　先	 〒137-8081
	 東京都江東区東砂七丁目10番11号
	 三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部
	 電話 0120-232-711（通話料無料）
	 ホームページアドレス
	 http://www.tr.mufg.jp/daikou/
公　告　方　法	 ‌�電子公告（http://www.qtes.co.jp/）による。
	 ‌�ただし、電子公告によることができない場合は

日本経済新聞に掲載する。

【当社ホームページのご案内】
当社ホームページでは、最新の
会社情報をはじめトピックス、
ＩＲ情報等さまざまな情報を掲
載しております。当社をよりご
理解いただくためにも、ぜひご
覧ください。

ホームページアドレス　
http://www.qtes.co.jp/

お知らせ
○‌�当社株式に関する手続き（住所変更、
単元未満株式の買取・買増請求その他
各種）につきましては、原則、口座を
開設されている口座管理機関（証券会
社等）で承ることとなっておりますの
で口座を開設されている証券会社等に
お問合わせください。

○‌�特別口座に記録された株式に関する各
種手続きにつきましては、三菱UFJ信
託銀行の電話及びホームページで承っ
ております。

○‌�未受領の配当金につきましては、三菱
UFJ信託銀行本支店でお支払いたしま
す。

株主メモ


